3月議会へ　がん検診受診率向上対策について

　公明党の主導で2006年に成立した「がん対策基本法」と、それを受けて07年に閣議決定した「がん対策推進基本計画」によって、日本は「がん対策先進国」へと大きく転換しました。また、公明党の推進による乳がん・子宮頸がん検診の無料クーポンは、受診率アップに効果を上げています。

　また、昨年末に成立した平成22年度補正予算で　疾病対策の推進を図るため、都道府県が設置する基金に子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金を交付することにより、地方公共団体が実施する子宮頸がん予防ワクチン、ヒブ（ヘモフィルスインフルエンザ菌ｂ型）ワクチン及び小児用肺炎球菌ワクチンの接種を促進するために必要な経費1085億円余が計上されました。

　これは公明党が予防ワクチンの早期承認を実現し、ワクチン接種の公費助成を粘り強く主張し続けた成果であります。

　特に子宮頸がんは予防法を確立した唯一のがんであり、細胞診とＨＰＶ（ヒトパピローマウィルス）検査を併用する「精度の高い検診」と「ワクチン」の両者によって、根絶が期待できるとされています。今回の補正予算で、国費による公費負担が実現することとなり、「検診」と「ワクチン」の両輪の公費負担が用意されることになりました。

　昨年12月議会で、我がまちにおいても1500人の中1～中3を対象に子宮頸がん予防接種事業が決まり、この3月から実施されました。また新年度予算でも中学1年から高校1年に相当する年齢の女子寝部19,100人を対象とする予防接種事業が提案されています。市長の英断を評価するものです（豊橋市の場合）。

　ところで「日本対がん協会」の調査によると、無料クーポンで検診受診率は大幅に増加し、特に子宮頸がんと、その前段階の症状である「異型上皮」の発見率が大きく向上していることが分かった。

　具体的には、子宮頸がん検診の受診者数は、クーポン導入前の08年度が127万人だったのに対し、導入後の09年度は約15％増の146万人。このうち、異型上皮が見つかった人は3608人から5019人と39.11％も増えた。

　さらに、クーポンを利用した検診受診者数については、対象年齢（２０、２５、３０、３５、４０歳）の09年度の受診者数が9万3215人で前年度比2.6倍に拡大。特に20歳では5132人で、同9.6倍となった。

　一方、検診無料クーポンによって乳がん・子宮頸がんの検診受診率は飛躍的に向上した半面、胃がんや肺がん、大腸がんの受診率は前年並みか、それを下回っていることも分かった。

　また、2月22日、共同通信社が「住民がん検診」について全国自治体（1416/1797自治体）に行った調査結果を発表した。それによると、がん検診で重要と考える取り組みでは「受診率向上」を第一位とした自治体が58％で最多。またその最大の障害は「住民の関心不足」とみる自治体が72％に達している事も明確になりました。普及啓発活動の充実が必要と考える自治体も49％あり、早期発見・治療に欠かせない検診を浸透させるために積極的なアピールが求められています。

　「がん対策基本計画」では2011年度までに、受診率「50％以上」という大きな目標を掲げています。いよいよその2011年度に入ります。日本はがん治療の技術では世界トップクラスだが、検診率の低さから”がん対策後進国”ともいわれています。

（1）我がまちの乳がん、子宮頸がんの無料クーポン導入により、受診者数の推移、がん発見率にどのように貢献しているのか伺う。

（2）子宮頸がん予防ワクチンの接種については、市民が安心して摂取できるように安全性や有効性などの正しい情報の啓発が必要であり、その取り組みについて伺う。

（3）20～30歳代の子宮頸がん罹患者が増加傾向にあるともいわれています。子宮頸がんワクチンや検診の大切さを次世代に伝えていくために、家庭・学校・社会での啓発をどう進めるか伺う。

(卒業式や成人式の場で２０歳から無料検診が始まることをＰＲの提案）

（4）乳がん、子宮頸がん、胃がん、肺がん、大腸がんの受診率50％をめざした取り組みについて伺う。

<<　参考　>>

公明新聞

2011/02/16　公明の尽力で女性のがん対策進む／フォーラムで専門家が指摘

2011/02/12　土曜特集／総力挙げ“がん対策先進国”へ／井上幹事長

2011/02/04　主張／がん対策と公明党／検診受診率５０％達成を

2011/01/27　子宮頸がん”超早期発見”に有効

<<　参考　>>（「12月議会へ　子宮頸がん等ワクチン接種について」で既掲載）

1.2010年8月日本思春期学会（北海道小樽市）子宮頸がんの社会啓発について

◆千葉県立船橋東高校の赤沢宏治教諭「高校生の知識について」

　1.2年の男女152人のうち、子宮頸がんという言葉を知っていた生徒は全体の約半数で、男女差はなかった。しかし、発症原因についての設問では、「遺伝」「ホルモン異常」などの答えが多く、正答の「性行為に関係している」は三割ほど。「発症すると子どもが産めなくなる」という誤解も半数に達した。予防に「ワクチン」を挙げた生徒もわずかだった。

　知識を入手した先は、「テレビ」が圧倒的に多く、赤沢教諭は「親が正しい情報を伝えることが大切」と話した。

◆北海道の北星学園大の大島寿美子准教授が大学3,4年の女子329人に実施した調査でも、子宮頸がんや性感染症の原因となるＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）に関する設問で、正答は13.4％にとどまった。検診については「親から勧められれば受けようと思う」が77.3％を占め、親の意向が大きく影響することをうかがわせた。

　同学会の小委員会は、「ワクチンで子宮頸がんを予防できるようになったのを知ることは子どもの権利であり、正確な情報を伝えることは社会の義務」として、学校教育について提言している。

　性教育として取り上げにくい小学校では、「体の抵抗力を高めるがん予防ワクチン」として教え、必要に応じて性感染についても伝える。エイズなどの問題を取り上げる中学校では、感染予防の教育の中で、子宮頸がんの原因やワクチンの意義を教えることなどを求めている。

　「ＨＰＶ感染は、子どもたちの将来に重大な健康被害をもたらすことがある。性感染について社会の中に偏見があるなら、大人たちの啓発も重要」。同委メンバーで、神奈川県厚木市立病院泌尿器科の岩室紳也医師は呼び掛けた。

◆ワクチンの接種は　１０代前半が効果的

　子宮頸がんは、子宮の入り口にできるがんで、ＨＰＶの性感染が原因となる。女性の大半が生涯に一度は感染する。多くは自然に排除されるものの、数％は持続感染し、十年以上を経て０・１％以下の割合でがんになる。性交年齢の低下とともに二十代、三十代の患者数が急増している。
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